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第１ 法人税基本通達関係 

 

７ 外国税額の控除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【解説】 

１ 外国税額の控除限度額を計算する場合の「国外所得金額」とは、当該事業年度において

生じた法人税法第 138 条《国内源泉所得》に規定する国内源泉所得（以下「国内源泉所得」

という。）以外の所得（以下「国外源泉所得」という。）に係る所得のみについて各事業年

度の所得に対する法人税を課するものとした場合に課税標準となるべき当該事業年度の所

得の金額に相当する金額をいうものとされている（法令 142③）。 

  すなわち、国外所得金額は、国外にその源泉がある所得に係る益金の額からこれに対応

する損金の額を控除することにより算出されることになる。具体的には、国外源泉所得に

【改正】（販売費、一般管理費等の配賦） 

16－3－12 当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（法に規定する引当金勘定へ

の繰入額及び措置法に規定する準備金の積立額を除く。以下 16－３－12 において同じ。）

のうち令第 142 条第６項《共通費用の配賦》に規定する共通費用（負債の利子を除く。

以下 16－３－14 までにおいて「共通費用」という。）の額を同項の規定により国内源泉

所得に係る所得を生ずべき業務（以下この節において「国内業務」という。）と国外源

泉所得に係る所得を生ずべき業務（以下この節において「国外業務」という。）とに配

分する場合において、個々の費目ごとにその計算をすることが困難であると認められる

ときは、原則として、すべての共通費用を一括して、当該事業年度の売上総利益の額（利

子、配当等及び使用料については、その収入金額とする。以下 16－３－12 において同じ。）

のうちに国外業務に係る売上総利益の額の占める割合を用いて国外業務に係る損金の額

として配分すべき金額を計算するものとする。 

(注)１ 内国法人（金融及び保険業を主として営む法人を除く。）の国外業務に係る収入

金額の全部又は大部分が利子、配当等又は使用料であり、かつ、当該事業年度の所

得の金額のうちに国外所得金額の占める割合が低いなどのため課税上弊害がないと

認められる場合には、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用のうち国外

業務に関連することが明らかな費用（例えば国外の関連会社を管理する部門の人件

費、国外の子会社への出向者に係る給与の較差補てん金等）のみが共通費用である

ものとして国外業務に係る損金の額として配分すべき金額を計算することができ

る。 

２ 当該事業年度に受けた配当等の収入金額のうちに法第 23 条の２第１項《外国子会

社から受ける配当等の益金不算入》の規定の適用を受ける配当等（以下 16－３－13

までにおいて「外国子会社配当等」という。）の収入金額がある場合における外国

子会社配当等に係る「国外業務に係る売上総利益の額」は、外国子会社配当等の収

入金額から当該事業年度において同項の規定により益金の額に算入されない金額を

控除した金額によることに留意する。  
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係る収入金額からこれを稼得するために要した原価、販売費及び一般管理費その他の費用

を控除し、これに我が国の税法に照らした申告調整を行って算出することとなる。 

この場合において、販売費、一般管理費その他の費用で国内源泉所得に係る所得を生ず

べき業務（以下「国内業務」という。）と国外源泉所得に係る所得を生ずべき業務（以下「国

外業務」という。）との双方に関連して生じたもの（以下「共通費用」という。）があると

きには、この共通費用の額については、収入金額、資産の価額、使用人の数その他の基準

のうち当該内国法人の行う業務の内容及び費用の性質に照らして合理的と認められる基準

により国内源泉所得に係る所得及び国外源泉所得に係る所得の金額の計算上の損金の額と

して配分するものとされている（法令 142⑥）。 

２ 本通達においては、当該事業年度の共通費用（負債利子、引当金及び準備金の繰入額等

を除く。）につき、個々の費目ごとに、収入金額その他の合理的な基準を用いて国内業務と

国外業務に配分することが困難な場合の一種の簡便方法として合理的と認められる方法を

示している。具体的には、次の算式により国外業務に係る損金として配分すべき金額を計

算する方法を示しており、原則としてこれにより取り扱うこととしている。 

 （算式） 

   

         

                               

                    

３ ところで、平成 21 年度の税制改正により、いわゆる外国子会社配当益金不算入制度が創

設され、内国法人が外国子会社（法人税法第 23 条の２第１項に規定する外国子会社をいう。

以下同じ。）から受ける剰余金の配当等（以下「配当等」という。）の額について、その内

国法人の所得金額の計算上、その配当等の額の 95％相当額は益金の額に算入しない（残り

の５％相当額を益金の額に算入する）こととされた（法 23 の 2、法令 22 の 3②）。 

 (注) また、外国子会社配当益金不算入制度の導入に伴い、内国法人が特定外国子会社等から受け

る配当等がある場合には、その配当等の額のうち当該特定外国子会社等に係る特定課税対象留

保金額に達するまでの金額は、その内国法人の所得の金額の計算上、益金の額に算入しないこ

ととされた（措法 66 の８①、②）。 

４ ここで、外国税額控除の控除限度額の計算に当たり、内国法人が外国法人から受ける配

当等が国外所得金額に含まれるか否か、すなわち、当該配当等が国外源泉所得に該当する

か否か、該当するとした場合にその金額が問題となるが、法令上、内国法人から受ける配

当等が国内源泉所得とされている（法 138 五イ）ことから、外国法人から受ける配当等に

ついては、国内源泉所得以外の所得（国外源泉所得）に該当すると解されること、また、

国外にある者に対する投資行為により生ずる所得は国外源泉所得に係る所得に該当すると

されている（法令 142④二、176⑤）ことからすれば、当該配当等は国外源泉所得に該当す

ることになると解される。 

  したがって、内国法人が外国子会社から受ける配当等は国外源泉所得に該当し、平成 21

年度の税制改正後は、一義的には、当該配当等の額の５％相当額が益金の額になり、これ

に対応する損金の額を控除することにより、当該配当等の額に係る国外所得金額が算出さ

共通費用 

の総額 

分母の金額のうち国外業務に係る売上総利益（利子、

配当等及び使用料については、その収入金額） 

当該事業年度の売上総利益の額（利子、配当等

及び使用料については、その収入金額） 

国外業務に係る

損金として配分

すべき金額 
× ＝ 
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れることになる。 

  しかしながら、外国子会社配当益金不算入制度が導入されたものの、外国税額の控除限

度額を計算する場合の国外所得金額の規定（法令 142③）は特段改正されていないことな

どから、上記２の共通費用の配分における簡便方法の計算について、従来どおり分子の「国

外業務に係る売上総利益（利子、配当等及び使用料については、その収入金額）」は外国子

会社から受ける配当等の額の全額によることとなるのか、あるいは外国子会社配当益金不

算入制度の導入がこの計算にも影響を及ぼし、外国子会社から受ける配当等の額の５％相

当額となるのか、さらにこの場合の国外業務に係る損金の額として配分すべき金額の計算

は具体的にどのように行うこととなるのかといった疑問が生ずる。 

５ この点について、益金の額に算入されない配当等の額（95％相当額）にも共通費用を配

分することにより、結果的に当該配当等に係る国外所得金額を圧縮することは相当でなく、

また、法令上も国外所得金額は「課税標準となるべき
．．．．．．．．．

当該事業年度の所得の金額に相当す

る金額」とされ、共通費用の額は合理的と認められる基準により配分するものとされてい

ることからすれば、共通費用の配分においても、益金の額に算入されない配当等（95％相

当額）に係る分を控除し、すなわち、益金の額に算入される配当等（５％相当額）に係る

分の共通費用の金額を計算し、その計算した金額を当該配当等に係る共通費用の国外業務

に係る損金の額として配分すべき金額とした上で、国外所得金額を算出することが相当で

ある。 

具体的には、当該事業年度に受けた配当等の収入金額のうちに外国子会社からの配当等

の収入金額がある場合において、上記２の共通費用の配分計算における当該配当等に係る

「国外業務に係る売上総利益の額（配当等の収入金額）」（分子の額）は、当該配当等の

収入金額から課税標準に含まれないこととなる金額（当該事業年度において益金の額に算

入されない金額）を控除した残額（すなわち、課税標準となる当該配当等の収入金額の５％

相当額）によることが相当であり、そのことを本通達の注書の２において留意的に明らか

にしている。 

（注） 内国法人が特定外国子会社等から配当等を受ける場合でその配当等の全額（100％）が益金

の額に算入されないときには、この分の配当等に係る「国外業務に係る売上総利益の額（配当

等の収入金額」（分子の額）はないもの（零）として計算することになる。 

６ なお、本通達の注書の２の取扱いは販売費、一般管理費その他の費用のうち国内業務と

国外業務との双方に関連して生じた共通費用に係る取扱いであるが、国外業務に直接関連

して生じた費用（直接費用）についても、国外業務に係る損金の額とするのはその直接費

用の全額ではなく５％相当額として取り扱い、配当等に係る国外所得金額を算出すること

に留意する必要がある。 

７ 連結納税制度においても、同様の通達（連基通 19－3－12）を定めている。
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【改正】（負債利子の配賦） 

16－3－13 当該事業年度において生じた負債の利子（令第 136 条の２第１項《金銭債務に

係る債務者の償還差益又は償還差損の益金又は損金算入》に規定する満たない部分の金

額のうち同項の規定により当該事業年度の損金の額に算入すべき償還差損の額、手形の

割引料、貿易商社における輸入決済手形借入金の利息等を含む。以下 16－３－13 におい

て同じ。）のうち国外事業所等における国外業務のために直接関連して生じた負債の利

子（以下 16－３－13 において「直接利子」という。）に該当するもの以外のもの（以下

16－３－14 までにおいて「共通利子」という。）の額については、原則として、その内

国法人の営む主たる事業が次のいずれに該当するかに応じ、それぞれ次により国内業務

と国外業務に適正に配分するものとする。 

⑴ 卸売業及び製造業 次の算式により計算した金額を国外業務に係る損金の額とす

る。 

 （算式） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 銀行業 次の算式により計算した金額を国外業務に係る損金の額とする。 

 （算式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ その他の事業 その事業の性質に応じ、⑴又は⑵に掲げる方法に準ずる方法により

計算した金額を国外業務に係る損金の額とする。 

(注)１ 算式の「国外業務に係る資産」及び「国外源泉所得の発生の源泉となる貸付金、

有価証券等」には、当該事業年度において収益に計上すべき利子、配当等の額が

なかった貸付金、有価証券等を含めないことができる。  

当該事業年

度において

生じた共通

利子の額の

合計額  

× 
当該事業年度終了の時及び当該事業年度の直前事業年

度終了の時における総資産の帳簿価額（直接利子の元

本たる負債の額に相当する金額を除く。）の合計額  

分母の各事業年度終了の時における国外業務に係る資

産（国外事業所等を有しない法人にあっては、国外源

泉所得の発生の源泉となる貸付金、有価証券等とす

る。）の帳簿価額（直接利子の元本たる負債の額に相当

する金額を除く。）の合計額  

国外源泉所

得の発生の

源泉となる

貸付金、有

価 証 券 等

（国外事務

所等に属す

るものを除

く。）の当該

事業年度中

の平均残高  

× 
預金、借

入 金 等

（直接利

子の元本

たる負債

を除く。）

の当該事

業年度中

の平均残

高  
 

当該事業年度において生じた共通利子の額の合計額  

当該事業年

度終了の時

及び当該事

業年度の直

前事業年度

終了の時に

おける自己

資本の額の

合計額  

×
１ 

２ 
＋ － 

左 の 各 事

業 年 度 の

終 了 の 時

に お け る

固 定 資 産

の 帳 簿 価

額 の 合 計

額  
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【解説】 

１ 本通達は国外所得金額の計算上控除すべき負債利子の計算方法を定めており、販売費、

一般管理費その他の費用の中の負債利子について、その性質に着目して、他の費用とは別

の配分のルールを明らかにしている。 

 負債利子の配分については、負債利子を国外支店等における国外業務のために直接関連

して生じたもの（直接利子）とその他のもの（共通利子）とに区分し、直接利子はその全

額を国外業務に係る損金として配分するとともに、共通利子については、業種に応じて一

定の適正な基準により国内業務と国外業務とに配分することとしている。 

  なお、共通利子の具体的な配分の方法については、主要業種（卸売業、製造業及び銀行

業）について算式を示し、その他の業種については、その事業の性質に応じてこれらに準

ずる合理的な方法によることとしている。具体的には、卸売業及び製造業については総資

産あん分の方法により、銀行業の場合は、運用資産の平均調達コスト率を基礎とする方法

によることとしている。また、他の業種についてはこれらに準ずる方法によることとして

おり、一般的には、卸売業及び製造業の場合の配分方法である総資産あん分の方法に準ず

ることになると考えられる。 

２ ところで、平成 21 年度の税制改正により、いわゆる外国子会社配当益金不算入制度が創

設され、内国法人が外国子会社（法人税法第 23 条の２第１項に規定する外国子会社をいう。

以下同じ。）から受ける剰余金の配当等（以下「配当等」という。）の額について、その内

国法人の所得金額の計算上、その配当等の額の 95％相当額は益金の額に算入しない（残り

の５％相当額を益金の額に算入する）こととされた（法 23 の 2、法令 22 の 3②）。 

 (注) また、外国子会社配当益金不算入制度の導入に伴い、内国法人が特定外国子会社等から受け

２ 算式の「国外業務に係る資産」及び「国外源泉所得の発生の源泉となる貸付金、

有価証券等」に、外国子会社配当等に係る株式又は出資がある場合には、当該算式

における当該株式又は出資に係る「国外業務に係る資産（……）の帳簿価額」及び

「有価証券等（……）の当該事業年度中の平均残高」の計算は、当該株式又は出資

の帳簿価額から当該帳簿価額に当該事業年度における外国子会社配当等の収入金額

のうちに法第 23 条の２第１項《外国子会社から受ける配当等の益金不算入》の規定

により益金の額に算入されない金額の占める割合を乗じて計算した金額を控除した

金額による。 

３ 算式の「当該事業年度の直前事業年度」が、連結事業年度に該当する場合には「当

該事業年度の直前連結事業年度」と読み替えて計算を行う。 

４ 算式の「総資産の帳簿価額」は、令第 22 条第１項第１号《株式等に係る負債の利

子の計算》の規定の例により計算した金額に同号ホに規定する連結法人に支払う負

債の利子の元本である負債の額に相当する金額を加算した金額による。 

５ 算式の「自己資本の額」は、確定した決算に基づく貸借対照表の純資産の部に計

上されている金額によるものとし、また、「固定資産の帳簿価額」は、当該貸借対

照表に計上されている法第２条第 22 号《固定資産の定義》に規定する固定資産の帳

簿価額による。  
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る配当等がある場合には、その配当等の額のうち当該特定外国子会社等に係る特定課税対象留

保金額に達するまでの金額は、その内国法人の所得の金額の計算上、益金の額に算入しないこ

ととされた（措法 66 の８①、②）。 

 この場合、外国子会社からの配当等の額の５％相当額が益金の額となり、これに対応す

る損金の額を控除することにより、当該配当等の額に係る国外所得金額が算出されるので

あるが、共通利子がある場合に、この共通利子の額のうち国外業務に係る損金の額をどの

ように計算するのかという疑問が生ずる。 

３ この点について、外国子会社からの配当等の額の５％相当額が益金の額となるのである

から、これに対応する損金の額についても、法人税基本通達 16－３－12 における共通費用

の配分と同様の考え方により、①内国法人が卸売業又は製造業を営む法人である場合には、

本通達⑴の算式の「国外業務に係る資産（……）の帳簿価額」のうち、当該配当等の額に

係る株式等の帳簿価額については、これを５％相当額として計算する、②内国法人が銀行

業を営む法人である場合には、本通達⑵の算式の「有価証券等（……）の当該事業年度中

の平均残高」の計算における「国外源泉所得の発生の源泉となる貸付金、有価証券等」の

うち、当該配当等の額に係る株式等の帳簿価額については、これを５％相当額として計算

することとしている。 

  本通達の注書の２ではこれらのことを明らかにしている。 

（注） 内国法人が特定外国子会社等から配当等を受ける場合でその配当等の全額（100％）が益金

の額に算入されないときには、この分の株式又は出資に係る「国外業務に係る資産（……）の

帳簿価額」及び「有価証券等（……）の当該事業年度中の平均残高」はないもの（零）として

計算することになる。 

４ なお、本通達の注書の２の取扱いは共通利子に係るものであるが、国外業務のために直

接関連して生じた利子（直接利子）についても、国外業務に係る損金の額とするのはその

直接利子の全額ではなく５％相当額として取り扱い、配当等に係る国外所得金額を算出す

ることに留意する必要がある。 

５ 連結納税制度においても、同様の通達（連基通 19－3－13）を定めている。 
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【解説】 

１ 平成 21 年度の税制改正において、次の①から③の外国法人税の額については、外国税額

控除の対象とならない外国法人税の額として新たに追加された（法 69①、法令 142 の３⑦

三、⑧）。 

 ① 外国子会社配当益金不算入制度における外国子会社から受ける剰余金の配当等の額を

課税標準として課される外国法人税の額（その剰余金の配当等の額の計算の基礎となっ

た外国子会社の所得のうち内国法人に帰せられるものとして計算される金額を課税標準

として当該内国法人に対して課される外国法人税の額を含む。） 

 ② 外国子会社合算税制における特定外国子会社等（外国子会社配当益金不算入制度にお

ける外国子会社に該当するものを除く。）から受ける剰余金の配当等の額（特定外国子会

社等に係る特定課税対象金額に達するまでの金額に限る。）で措置法第 66 条の８第１項

の規定により益金不算入とされたものを課税標準として課される外国法人税の額（その

剰余金の配当等の額の計算の基礎となった特定外国子会社等の所得のうち内国法人に帰

せられるものとして計算される金額を課税標準として当該内国法人に対して課される外

国法人税の額を含む。） 

 ③ コーポレート・インバージョン対策合算税制における特殊関係株主等である内国法人

が特定外国法人（外国子会社配当益金不算入制度における外国子会社に該当するものを

除く。）から受ける剰余金の配当等の額（特定外国法人に係る特定課税対象金額に達する

までの金額に限る。）で措置法第 66 条の９の４第１項の規定により益金不算入とされた

ものを課税標準として課される外国法人税の額（その剰余金の配当等の額の計算の基礎

となった特定外国法人の所得のうち内国法人に帰せられるものとして計算される金額を

課税標準として当該内国法人に対して課される外国法人税の額を含む。） 

これらの外国法人税の額は、いずれもその剰余金の配当等の額が益金不算入とされてお

り、それに対して課される外国法人税の額について、二重課税調整をする必要がないこと

から、外国税額控除の対象から除外されたものである。 

ここで注意が必要なのは、上記①の外国法人税の額については、法文上「法第 23 条の２ 

第１項に規定する外国子会社から受ける
．．．．．．．．．．

同項に規定する剰余金の配当等の額を課税標準と

して課される外国法人税の額（…内国法人に対して課される
．．．．．．．．．．．．

外国法人税の額を含む。）」（法

令 142 の３⑦三）と規定され、「法第 23 条の２第１項（外国子会社から受ける配当等の益

金不算入）の規定の適用を受けた剰余金の配当等の額を課税標準として課された…」と規

定されていない点である。したがって、仮に外国子会社配当益金不算入制度の適用を受け

【新設】（内国法人に帰せられるものとして計算される金額を課税標準として当該内国法

人に対して課せられる外国法人税の額） 

16－3－36 令第 142 条の３第７項第３号並びに第８項第１号及び第２号《外国税額控除の

対象とならない外国法人税の額》に規定する外国法人税の額には、その所在地国でいわ

ゆるパス・スルー課税が適用される事業体で、我が国においては外国法人に該当するも

のの所得のうち、その所在地国において構成員である内国法人に帰せられるものとして

計算される金額に対して課される外国法人税の額が含まれる。  
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ない剰余金の配当等の額について課された外国法人税であっても、それが当該制度の適用

対象となる外国子会社からの剰余金の配当等の額について課されたものである場合には、

同様に外国税額控除の対象から除外されるのである。 

２ ところで、外国税額控除の対象外とされた上記①から③までの外国法人税の額のそれぞ

れにおいてかっこ書されている「剰余金の配当等の額の計算の基礎となった…所得のうち

内国法人に帰せられるものとして計算される金額を課税標準として当該内国法人に対して

課される外国法人税の額」とは、具体的にどのようなものをいうのか疑問が生じる。 

この点について、この外国法人税の額には、その所在地国でいわゆるパス・スルー課税

（その所在地国において事業体や組織体が課税の主体にならず、その構成員（出資者）が

課税の主体とされるもの）が適用される事業体で、我が国においては外国法人に該当する

ものの所得のうち、その所在地国において構成員である内国法人に帰せられるものとして

計算される金額に対して課される外国法人税の額が含まれる。本通達ではこのことを明ら

かにしている。 

３ その所在地国でパス・スルー課税が適用される事業体で、我が国において外国法人に該

当するものの具体的な例としては、米国のリミテッド・ライアビリティー・カンパニー

(Limited Liability Company、以下「米国ＬＬＣ」という。)で、米国の租税法上パス・

スルー課税を選択したものが挙げられる。 

パス・スルー課税を選択し、その適用を受ける米国ＬＬＣについては、原則的には我が

国の税務上「外国法人」として取り扱われる（９－５－５の解説の（参考）参照。）ことか

ら、その米国ＬＬＣから構成員である内国法人が受ける利益の分配は、我が国からすると

子会社からの配当として取り扱われることとなる。 

また、米国の税制では、米国ＬＬＣの利益分配時には源泉徴収されず、その構成員が米

国の非居住者である場合には、その前段階であるその所得の分配額が確定した段階で構成

員に対し課税が行われるが、このような分配確定段階において構成員である内国法人に帰

せられるものとして計算される金額を課税標準として当該内国法人に対して課される外国

法人税の額についても、上記①から③までの剰余金の配当等の額を課税標準として課され

る外国法人税の額に含まれることとなり、外国税額控除の対象とならないこととなる。 

４ 連結納税制度においても、同様の通達（連基通 19－３－36）を定めている。 

 

 


